（様式第1号）

鳥取市介護予防支援等業務委託契約書
　鳥取市（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、鳥取市介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務委託実施要領に基づき、介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント業務（以下「介護予防支援等業務」という。）の委託に関して、次のとおり契約を締結する。
（委託の内容）

第１条　甲は、介護予防支援等業務の一部を乙に委託するものとし、乙が行う介護予防支援等業務の範囲は、次の介護予防サービス支援計画表の作成に係る介護予防支援等業務のうち、③、⑦、⑪及び⑬を除く全ての業務とする。
①　利用申込みの受付

②　地域包括支援センター設置者と利用者との介護予防支援契約締結

③　契約書の確認

④　アセスメント（利用者基本情報・基本チェックリストの作成等）

⑤　介護予防サービス支援計画表原案の作成

⑥　サービス担当者会議の開催・介護予防支援経過記録作成

⑦　介護予防サービス支援計画表案の決定

⑧　介護予防サービス支援計画表の交付

⑨　モニタリング
⑩　評価（介護予防支援・サービス評価表作成等）
⑪　評価及び介護予防サービス支援計画表変更案の確認
⑫　毎月の給付管理票及び介護予防支援介護給付費明細書作成業務
⑬　介護予防支援費及び介護予防ケアマネジメント費の請求及び給付管理票の鳥取県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）への送付
（委託期間）
第２条　本契約の有効期間は、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日までとする。

（実施状況の報告）
第３条　乙は、毎月の受託業務の実施状況について、電子データ又は書面により、甲が別に定める日までに報告しなければならない。ただし、要介護度が月末時に確定していない場合はこの限りでない。

２　甲は、必要と認めるときは乙に受託業務の実施状況の報告を求めることができる。

（委託料）

第４条　甲は、介護予防支援等業務の委託料について、次の各号に定める区分により決定するものとする。

(１)　前条第１項に規定する報告にあたり、介護予防サービス支援計画表及び介護予防給付管理に係る情報が、甲が保有するシステムで電算処理できる状態で提出される場合

(２)　前号に掲げる情報のうち、介護予防給付管理に係るもののみ、甲が保有するシステムで電算処理できる状態で提出される場合

(３)　前２号に該当しない場合

２　前項の各号により乙に支払われる委託料の額は、介護報酬の算定の取扱いに準じ、それぞれ次の各号に定める額に対象者数を乗じて得たものとする。なお、要介護度が月末時に確定しておらず、前条の規定による報告が翌年度になった場合の委託料の額は、サービス提供月の属する年度の契約によるものとする。
(１)　対象者１人につき、基本委託料については１月あたり4,340円、初回加算については2,970円、委託連携加算については2,970円とする。
(２)　対象者１人につき、基本委託料については１月あたり4,100円、初回加算については2,810円、委託連携加算については2,810円とする。

(３)　対象者１人につき、基本委託料については１月あたり3,380円、初回加算については2,310円、委託連携加算については2,310円とする。

（受託者の責務等）
第５条　受託者は､介護保険法等の関係法令及びこの契約書に従い､利用者に対し､要介護状態の予防と可能な限り居宅において、利用者が尊厳を保持し､自立した日常生活を営むために必要な介護予防サービス等が適切に利用できるよう､利用者の選択に基づいて介護予防サービス支援計画表を作成する。そして､当該計画に基づいて適切な介護予防サービス等の提供が確保されるよう､介護予防サービス事業者等との連絡調整その他の便宜を提供する。

２　受託者は、介護予防支援等業務の担当者として介護支援専門員である職員を選任し､適切な介護予防支援等業務に努めることとする。

３　受託者は、同条第１項の担当者を選任し､又は変更する場合には､利用者の状況とその意向に配慮して行い､事業者側の事情により担当者を変更する場合には､あらかじめ利用者と協議するものとする。

４　受託者は、担当者に対し､専門職として常に利用者の立場に立ち､誠意を持ってその職務を遂行するよう指導するとともに､必要な対応を行う。
（介護予防サービス支援計画表の作成）

第６条　乙は、介護予防サービス支援計画表原案を作成し、甲の決定を受けた後、利用者の同意を得た介護予防サービス支援計画表を甲に電子データ又は書面で提出するものとする。

２　乙は、作成した介護予防サービス支援計画表に基づいて、その委託料を甲が別に定める日までに、請求書に鳥取市介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務実績報告書（様式１、２及び３）を添えて甲に請求するものとする。その際には、サービス実績管理（サービス事業者と実績を突合）された実績（介護予防支援介護給付費明細書又は介護予防・日常生活支援総合事業費明細書、給付管理票）が盛り込まれた電子データ又は書面を甲に提出するものとする。
（サービス実績等の修正）

第７条　甲は、乙から前条第２項の電子データ又は書面の提出を受けたときは、その内容を調査し、修正等がある場合は、その旨を乙に申し出、修正した介護予防支援経過記録と実績（給付管理票）の再送を依頼するものとする。

２　乙は、前項の規定による申し出を受けた場合は、速やかに前項に規定される書類を修正し、甲に送付するものとする。

３　甲は、国保連から返戻・過誤・給付実績修正などの連絡を受けたときは、その内容を調査し、速やかに乙に報告し、乙はその内容を調査し、甲における給付請求に疑義が生じた場合は、再度前条第２項に規定される書類を甲に提出するものとする。

４　甲は、前項の規定による申し出を甲が別に定める日をもって締め切り、当月以降の介護予防支援等業務委託料の請求額確定により差額を調整するものとする。
（委託料の支払い方法）

第８条　乙は毎月業務終了後、委託料を甲に翌月の１０日までに甲に請求し、甲は請求月の月末に支払うものとする。
（秘密保持）

第９条　乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱については、別記「個人情報取扱特記事項」を順守しなければならない。
（事故発生時の対応）

第１０条　乙は、介護予防支援等業務の実施に際して利用者のけがや体調の急変があった場合には、医師や家族への連絡その他適切な措置を迅速に行なわなければならない。

２　乙は、介護予防支援等業務の実施に際して利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合には、その損害を賠償しなければならない。ただし、乙の故意又は過失によらないときは、この限りではない。
（契約の解除）

第１１条　この契約の当事者のいずれか一方が、この契約による義務を履行せず、事務の執行に著しく支障を来したときは、相手方は三ヶ月間の予告期間をもってこの契約を解除することができるものとする。

２　この契約の当事者のいずれか一方が、やむを得ない事情がある場合、一ヶ月間の告知期間をおいて理由を示した文章で通知することにより、この契約を解除することができるものとする。

（その他）

第１２条　この契約に定めのない事項等については、甲・乙協議の上、別途定めるものとする。

　
　（対象事業所）
第１３条　この契約により、委託できる事業所は、下記のとおりとする。
この契約を証するため本書２通を作成し、記名押印のうえ、甲・乙それぞれの１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

委託者（甲）

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

受託者（乙）

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
個人情報取扱特記事項
（基本的事項）
第１　乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。
（秘密の保持）
第２　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
（使用者への周知）
第３　乙は、その使用する者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。
（適正な管理）
第４　乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、改ざん及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。
（収集の制限）
第５　乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。
（使用等の禁止）
第６　乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を当該事務を処理するため以外に使用し、又は第三者に引き渡してはならない。
（複製及び持ち出しの禁止）
第７　乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために甲から貸与された個人情報が記録された資料等を複製（複写を含む。）し、又は甲の指定する場所以外に持ち出して使用してはならない。
（再委託の禁止）
第８　乙は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、甲の承諾があるときを除き、第三者に取り扱わせてはならない。
（資料等の返還等）
第９　乙は、この契約による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該方法によるものとする。
（事故発生時における報告）
第10　乙は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
（契約の解除及び損害賠償）
第11　甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、契約の解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。
別記








